
平成３１年３月

北海道農政部

農業土木工事関係書類
減量化の概要

このたび、農政部では工事関係書類の減量化

に努めることといたしました。

取り組みの始めとして、今回の共通仕様書の

改正により、工事書類の提出方法について、新

たに作成した「農業土木工事関係書類一覧表」

に基づき、工事監督員と事前協議により明確に

し、紙媒体と電子データの両方を提出すること

や、工事関係書類の双方に重複して提出する

『二重納品』の防止に向けて取り組みます。

また、この手引きでは、農業土木工事の関係

書類を必要最小限とするため、減量可能となる

工事関係書類を紹介します。

引き続き『工事関係書類の減量化』に努め、

施工管理に必要となる業務の軽減を図っていき

ます。



必要な工事書類を明確化【無駄な書類を作らない！作らせない！】

・契約関係図書類と工事関係書類に分類して掲載
・必要な書類と提出時期を明記
・発注者、受注者のどちらが作成するかを明記
・書類の位置づけ（提出・提示・連絡など）明記。
・工事検査時に確認する書類と成果品に分別して表記 など

書類作成の参考としてマニュアルを作成･･･ＨＰに掲載
これまでの「受注者のみなさまへ」を統合

農業土木工事関係書類一覧表

農業土木工事関係書類作成マニュアル

契約係 受注者 検査時 成果品

提出 提出 提示 保管 確認 提出

発注者 受注者

Ａ 契約関係図書類

契約書等 ア

設計図書等 1 工事請負契約書 執行規則第10条 別記（第10条関係） ◎ ※ ■ □ ※単社_2通、JV_構成員数+1通

関係書類 2 保証証書
実務必携P829
H8.5.30_局総第162号

金融機関等様式 ◎ 1 ■ 履行保証を求める場合（単体企業のみ）

3 特定建設共同企業体協定書（甲）（写）
実務必携P1822
H13.3.22_建情第2289号

別記第3号様式 ◎ 1 ■ 甲型の特定建設共同企業体の場合

4 特定建設共同企業体協定書（乙）（写） 〃 別記第4号様式 ◎ 1 ■ 乙型の特定建設共同企業体の場合

5 特定建設共同企業体協定書第８条に基づく協定書 〃 別記第5号様式 ◎ 1 ■ 〃

6 経常建設共同企業体協定書（甲）（写） 〃 別記第6号様式 ◎ 1 ■ 甲型の経常建設共同企業体の場合

7 経常建設共同企業体付属協定書（甲） 〃 別記第7号様式 ◎ 1 ■ 〃

8 経常建設共同企業体協定書（乙）（写） 〃 別記第8号様式 ◎ 1 ■ 乙型の経常建設共同企業体の場合

9 経常建設共同企業体協定書第８条に基づく協定書 〃 別記第9号様式 ◎ 1 ■ 〃

10 建設リサイクル法に関する協議書
実務必携P1196
H14.5.29_建情第170号

別記第1号様式 ◎ 1 ■ 建設ﾘｻｲｸﾙ法に該当し、特定建設資材の搬出がある場合

11 面工事に係る予定技術者調書
実務必携P157_H12.6.28_事調第
757号

任意又は別記第3号様式を参考 ◎ 1 ■ 契約時変更がある場合のみ提出

12
特定の施工機械を保有している資料（又は賃貸借契約の
写し）

実務必携P1767_S55.2.1_
局総第36号、同P1776_
H14.3.28_事調第2537号

◎ 1 ■
Asﾌｨﾆｯｼｬｰ、ﾌﾟﾗｳ,ﾊﾞﾝﾌﾟﾚｰｶｰ、種子吹付機の保有等を入札参加要
件とされた場合

13
設計図書（農業土木工事仕様書、特記仕様書、工事数量
総括表、設計図）

設計書作成要領 ◎ 契約担当提出日まで □

14 工事用設計書、数量調書 設計書作成要領 ◎ 〃 □

15 参考資料（見積参考資料、参考図、その他） 設計書作成要領 ◎ 〃 □

イ

16 現場代理人等指定通知書
契約書第9条、実務必携
P1972_H18.3.9建情第1428号

標準様式第27号を別記第1号様
式に改める

◎ 2 遅滞なく作成し、速やかに □ ■ □

17 施工体制台帳１
仕様書1-1-13-1、仕様書1-1-
13-2、実務必携P1972_建情第
1428号

施工体制台帳１ ◎ 2 〃 □ ■ □

200万円以上の工事対象。下請ある場合200万円未満の工事も対象。
資格が実務経験の場合、 終学歴と工事経歴を記載した書面
１級技術検定合格証明書等及び管理技術者資格者証、受講修了書の写
し

18 経歴書
実務必携P1972_H18.3.9建情第
1428号

標準様式第26号 ◎ 2 〃 □ ■ □ 資格が実務経験による場合のみ作成

19 工事工程表
契約書第3条
仕様書1-1-5

標準様式第23号 ◎ 2 契約締結から14日以内 □ ■

20 請負代金内訳書
契約書第3条
（30.4.1以降適用）

標準様式第24号 ◎ 2 〃 □ ■

21 労働者災害補償保険成立届 労働災害補償保険法 ※工程表等にスタンプも可 ◎ 2 契約締結後、速やかに □ ■ １部はコピーで可。もしくは年間加入証明書の写し。

22 共同企業体編成表 実務必携P1822_建情第2289号 様式提案 ◎ 2 〃 □ ■ 共同企業体のみ

23 現場代理人兼任届 実務必携P1305_建情第1428号 別紙_現場代理人の兼任届 ◎ 2 〃 □ ■
契約締結後、速やかに提出すること。（該当がある場合。）
（途中から兼任の場合随時）

24 主任技術者の兼務届 H26.2.3_国土建第272号 様式提案 ◎ 2 〃 □ ■

25 登録のための確認のお願い（コリンズ） 仕様書1-1-7 工事実績情報システムによる ◎ 1 閉庁日を除き、１０日以内 ■ ■ 請負代金額が５００万円以上の工事

26 登録内容確認書（コリンズ） 仕様書1-1-7 工事実績情報システムによる ◎ 1 〃 ■ 請負代金額が５００万円以上の工事

27 建設リサイクル法に基づく通知書
建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律第11条

建設副産物適正処理マニュア
ル_様式9

◎ 1 契約締結後、速やかに ※ ※監督員が市町村経由知事あて提出

28 積算労務単価報告書
実務必携P2058
H21.7.16_事調第414号

別記第１号様式 ◎ 1 〃 □ ■

ウ

29 現場代理人等指定通知書
契約書第9条、実務必携
P1972_H18.3.9建情第1428号

標準様式第27号を別記第1号様
式に改める

◎ 2 遅滞なく作成し、速やかに □ ■ □

30 前払請求書
契約書第33条,前払金保証事業
に関する法律

財会便覧P434_H6.3.15_局開第
151号_別記第4号様式

◎ 1 ■ 請負代金額の10分の4に相当する額の範囲内

31 公共工事前払金保証証書
実務必携P1224
H11.2.17_局総第745号

保証事業会社様式 ◎ 1 ■ 使途に変更があった場合、速やかに変更届を提出すること

32 建設業退職金共済組合掛金収納書
実務必携P2209
H11.5.14_事調第418号

別紙1 ◎ 1 ■
証紙を購入後、速やかに提出すること（発注者用）
分割して購入した場合も同様

33 下請負人契約
契約書第6条、実務必携
P1972H18.3.9_建情第1428号

契約締結後（２次以下を含
む。）速やかに

33-1 下請負人選定通知書
契約書第6条、実務必携
P1972H18.3.9_建情第1428号

標準様式第25号を別記第2号様
式に改める

◎ 2 □ ■ □

33-2 施工体制台帳２
契約書第6条、実務必携
P1972H18.3.9_建情第1428号

施工体制台帳２ ◎ 2 □ ■ □

33-3 施工体制台帳３
契約書第6条、実務必携
P1972H18.3.9_建情第1428号

施工体制台帳３ ◎ 2 □ ■ □

33-4 施工体系図
契約書第6条、実務必携
P1972H18.3.9_建情第1428号

別記第3号様式 ◎ 2 □ ■ □

33-5 下請契約書(写)
契約書第6条、実務必携
P1972H18.3.9_建情第1428号

任意（国交省HPを参考） ◎ 2 □ ■ □ 注文請書の写しは不要。

34 労働者死傷病報告書(写) 労働安全衛生規則第97条 様式第23号 ◎ 2 遅滞なく報告 □ ■
休業４日以上について、すべて報告すること（一度に３人以上が死傷した
場合は休業１日以上）

35 中間前金払認定請求書
実務必携P1227
H11.3.15_建情第1279号

別記第1号様式 ◎ 1 □ ■
請負代金額の10分の2に相当する額の範囲内
進捗確認は月報でも可とする。

36 工期延長請求書 契約書第20条 第44号様式 ◎ 1 工期延長請求時 □ ■ 工期延長を請求する理由を証明する関係機関の証明書を添付

37 工期延長副申書 契約書第20条 第45号様式 ◎ 1 受注者から申出のあった場合 □

38 建設リサイクル法に関する変更協議書
実務必携P1199
H14.5.29_建情第170号

別記第2号様式
別記様式その5

◎ 2 □ ■
建設リサイクル法対象工事で、乙側の事情により再資源化等の施設等を
変更が必要な場合

39 出来形部分等確認請求書 契約書第36条 標準様式第65号 ◎ 2 □ ■ □

40 指定部分に係る工事完成通知書 契約書第37条
標準様式第62号の「工事」を「指
定部分に係る工事」と読替

◎ 2
指定部分に係る工事の完成
時

□ ■

41 指定部分に係る工事受渡書 契約書第37条
標準様式第64号の「工事」を「指
定部分に係る工事」と読替

◎ 1 指定部分に係る検査終了後 ■

42 指定部分に係る完成払請求書 契約書第37条
財会便覧P434_H6.3.15_局開第
151号_別記第4号様式

◎ 1 〃 ■

43 受領書 契約書第14条2
任意又は特記仕様書掲載の
「物品受領書」を参考

◎ 1 □ ▲ △

44 物品預り書
実務必携P1119_S58.4.22_設管
第205号、特記第25章

物品預り書 ◎ 1 □ ▲ △

45 物品受領書
実務必携P1119_S58.4.22_設管
第205号、特記第25章

物品受領書 ◎ 1 □ ▲ △

46 現場発生品調書 仕様書1-1-20
任意又は建設副産物適正処理
マニュアル「発生材内訳書」を参
考

◎ 1 発生した時点 ▲ △

47 登録のための確認のお願い（コリンズ） 仕様書1-1-7 工事実績情報システムによる ◎ 1 閉庁日を除き、１０日以内 ■ ■ 請負代金額が５００万円以上の工事

48 登録内容確認書（コリンズ） 仕様書1-1-7 工事実績情報システムによる ◎ 1 ■ □ 請負代金額が５００万円以上の工事

49 変更契約書 契約書第1条5 第39号様式 ◎ ※ □ ■ □ ※単社_2通、JV_構成員数+1通

50 変更保証証書
実務必携P829
H8.5.30_局総第162号

金融機関等様式 ◎ 1 契約締結後速やかに ■ 履行保証を求める場合（単体企業のみ）

51
変更設計図書（農業土木工事仕様書、特記仕様書、工事
数量総括表、設計図）

設計書作成要領 ◎ 1 □

52 変更工事用設計書、変更数量調書 設計書作成要領 ◎ 1 □

53 変更参考資料（見積参考資料、参考図、その他） 設計書作成要領 ◎ 1 □

エ

54 工事完成通知書
契約書第30条
仕様書1-1-24

標準様式第62号 ◎ 2 □ ■

55 工事完成写真
実務必携P1296
S60.3.5_設管第50号

◎ 2 □ ■ 工事完成通知書に添付すること

56 農業農村整備事業に係る諸報告 毎年度事業調整課長より依頼 〃

56-1 雇用労働者就労状況報告書 事業調整課HP ◎ 2 □ ■ 〃

56-2 建設業退職金共済証紙貼付実績 事業調整課HP_別記第1.2.3号 ◎ 2 □ ■ 〃

56-3 環境物品等の調達実績 事業調整課HP_別紙様式6 ◎ 2 □ ■ 〃

56-4 北海道認定リサイクル製品使用実績 事業調整課HP_別紙様式7 ◎ 2 □ ■ 〃

56-5 技能士活用状況報告 事業調整課HP_別記様式 ◎ 2 □ ■ 〃

57 再資源化報告書
建リ法第18条、建設副産物適正
処理マニュアル

様式7 ◎ 1 □ ■ 〃

58 木材及び木材加工資材の使用状況報告書 仕様書2-6-1 事業調整課HP_様式1 ◎ 1 □ ■ 〃

59 支給材料精算書 仕様書1-1-19-3 任意又は様式提案 ◎ 1 □ ▲ 〃

60 登録のための確認のお願い（コリンズ） 仕様書1-1-7 工事実績情報システムによる ◎ 1 閉庁日を除き、１０日以内 ■ ■ 請負代金額が５００万円以上の工事

61 登録内容確認書（コリンズ） 仕様書1-1-7 工事実績情報システムによる ◎ 1 ■ □

62 工事受渡書 契約書第30条4 標準様式第64号 ◎ 1 検査終了後 ■

63 跡請保証に係る書類
執行規則第15条
契約書第52条（追加）

第73号～第78号 ◎ ◎ 1 〃 □ ■ ■

64 完成払請求書 契約書第31条
財会便覧P434_H6.3.15_局開第
151号_別記第4号様式

◎ 1 〃 ■

65 受領書
実務必携P829_H8.5.30_局総第
162号

任意（実務必携P838を参考） ◎ 1 〃 ■ （提出時に保証証書を返還）

　凡例　　　紙　　電子　　どちらも可
　発注者　　□　 　〇　　 　　△
　受注者　　■　　 ●　　　 　▲
※提示欄の（）は発注者が請求した場合とする。

契約締結時

着工時

随時

完成時

作成書類の扱い

監督員

備考
提出
数量

提出時期

マニュ
アル
関連
項番

分類 工事関係書類 該当根拠 様式

作成者

各ＨＰ

仕様書
管理基準
ｅｔｃ・・・

統合しＨＰ
に掲載

⼯事関係書類⼀覧表

受発注者間で
事前に協議

書類作成マニュアル



作成・提出などを不要、または内容を簡素化した主な工事書類

１ 施工計画書
・工事概要は工種とその数量とし、細工種の数量は記載しない

・指定機械のカタログは提示のみで提出不要
・主要資材は一覧のみ提出

品質証明書は提示のみで提出は不要
・施工方法は施工実施上の留意事項

など要点のみ記載し、記載対象は
下記を標準
①主要な工種
②新技術等通常の施工方法以外のもの
③設計図書で指定された工法
④共通仕様書に記載されていない特殊工法
⑤施工上件明示項目で対応が必要なもの
⑥特殊な立地条件で関係機関や第3者対応

が必要な施工等・・・など

２ 安全管理関係の書類
・安全訓練等の実施状況資料

などは提示のみとし、
提出は不要

３ 休日・夜間作業届
・休日予定を工事旬報の備考

欄に記載可

４ 部分使用検査
・確認資料は測定結果一覧表

を用い、検査用の新たな
資料は不要

・机上検査は測定結果一覧表
のほか、出来形図や写真、
野帳を提示し確認

⼯事区分 ⼯種 種別 細別 単位 数量 摘要
道路改良 擁壁⼯ 既製杭⼯ 鋼管杭 本 100

⼯事区分 ⼯種 種別 細別 細々別 単位 数量 摘要
道路改良 擁壁⼯ 既製杭⼯ 鋼管杭 鋼管杭 ton 100

鋼管杭打込 本 100
杭頭処理（鋼管杭頭部切揃） 箇所 100
杭頭処理（ずれ⽌め取付け） 段 100
コンクリート ｍ3 100

カタログ

提⽰のみ提出不要

品質証明書

提⽰のみ提出不要

安全訓練関係書類

提⽰のみ提出不要

休⽇作業届

測定結果⼀覧表
（切深⼀覧表、均平度測定簿）

⼀覧表のみ提出

写真、図⾯

休⽇予定を記載



５ 段階確認
・既存の出来形管理資料を用い、

監督員が実測値を現地で手書き
段階確認用の新たな資料は不要

・机上確認の場合も不要
・工事監督員が臨場した場合、

立会い状況写真は不要
・現場技術員等が臨場した場合、

監督員への説明資料は作成不要

６ 品質出来形管理
・度数表（ヒストグラム）は品質・出来形

管理図表と内容が重複するため作成不要

７ 工事写真帳
・電子納品要領による場合、

サムネイルの作成は不要
・排ガス機械の確認は、施工

プロセスチェックで確認できる
ため、証明する施工状況写真の
作成は不要

８ 社内検査結果報告
・実施の都度行う報告は、資料

の提示も可とし、内容が網羅
されていれば、社内様式も可

その際の押印は不要

・完成時は所定の様式に
とりまとめの上、提出

既存の出来形管理資料 ⽴会状況
写真

監督員が現地で
測定値を⼿書き

測定表など

臨場の場合
不要 新たな資料

作成不要

監督員が測定値
を⼿書き

監督員が測定値
を⼿書き

サムネイル

電⼦納品の場合
作成不要

都度の報告は提⽰可
社内様式も可
押印不要

確認資料
（写真、図⾯、野帳等）社内検査報告

施⼯状況写真
の撮影不要



農政部請負工事監督要領の運用の改正

書類の減量化などと連動し、工事監督要領などを見直し

段階確認（面工事）
・施工実施前の確認事項は、施工中に随時行う「設計図書の照査」により確認するため

項目を削除
・確認頻度を低減（１回/７ha⇒１回/10ha）
・社内検査は受注者が自主的に行うものであることから、発注者の段階確認が行われた

場合に、社内検査の対象から除いても良いことを明記 など

面工事部分使用に係る事務取扱いの改正

部分使用（面工事）
・部分使用でき形確認検査請求書に添付する資料は、「測定結果一覧表（均平野帳、

切深調書）」の提出でよく、その他資料については、必要な場合に提示で確認
・現地確認頻度は、工事完成検査時程度とする

農業土木工事施工管理基準の改正

出来形管理基準（面工事）
・暗きょ排水工の測定基準を整理

（例）施工面積＿省略できる場合に該当することから項目を削除
・起伏修正工（Ⅰ）牧草の生育について測定頻度を低減

（ほ場ごとに２箇所⇒１箇所） など

写真管理基準（面工事）
・客土、暗渠排水、石レキ除去工の撮影頻度を整理

（例）客土小運搬 １ほ場ごと１回⇒10haごとに１回
・農用地整備工、農用地造成工、草地整備工、心土破砕の撮影頻度を低減

（例）炭カル散布 ５haごとに１回⇒１工事２回 など

●情報共有を円滑に行うため、新システムの導入を検討
【H31年度工事から試行】

・データの容量制限や、メールでの受送信をパスワードがなく受け渡しが可能となる
システムを構築

・電子閲覧システム（ドアリス）に掲載するファイルを統合し一括ダウンロードでき
るよう改善

・見積策定単価を電子閲覧システム（ドアリス）により公表

●電子での受け渡しを可能とした主な工事書類
・工事施工協議簿 ・段階確認願 ・立会い願
・休日・夜間作業届 ・工事旬報 ・工事月報
・実施工程表（進度管理） ・休日等取得実績調書

受発注者の業務効率化を図るため、電子での情報共有を推進する。

※工事関係書類（紙または電子）の二重納品防止に向けては、平成３１
年度に農政部独自の情報共有システム構築と併せて試行を行う予定


